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航空会社各社が賦課する燃油サーチャージの旅行取引における取扱いについて 

 

 

標記に関しては、「航空会社各社が賦課する燃油サーチャージの旅行取引における取扱いに

ついて」（平成１７年１０月１２日付け国総旅振第３６９号。以下「旧通達」という。）をも

って通知したところであるが、昨今の燃油価格の高騰に伴う燃油サーチャージの金額の断続

的引き上げ及び恒常化、旅行者との間のトラブルの発生等の諸情勢を踏まえ、旅行者保護を

更に徹底するため、今後の企画旅行に係る旅行取引における取扱いについては、下記による

こととしたので、了知されたい。 

また、本件については、別添（写）のとおり、（社）日本旅行業協会及び（社）全国旅行業

協会に対し、傘下会員に対する周知徹底方要請したところであるが、両協会非加盟の第２種

旅行業者、第３種旅行業者及び旅行業者代理業者に対しても周知徹底するよう、よろしく取

り計らわれたい。 

 なお、旧通達は、本日付で廃止する。ただし、旅行者の募集のための広告を既に作成して

いる等やむを得ない場合には、平成２０年９月３０日までの間、旧通達の例によることがで

きる。 

 

記 

 

 

１．「燃油サーチャージ」について 

  この通達において「燃油サーチャージ」とは、燃油に係る原価の水準の異常な変動に対

応するため、一定の期間及び一定の条件下に限った付加的な運賃として、航空法に基づく

手続きを経て設定されるものをいう。 

 

 

２．旅行取引における具体的取扱いについて 

  企画旅行に係る取引において、燃油サーチャージを旅行者から徴収しようとするときは、

下記（１）の方法によること。 

  ただし、これまで旅行代金とは別途に徴収してきた経緯に鑑み、当分の間、下記（２）

の方法によることができる。 

 

（１）旅行代金（「旅行者が旅行業者に支払うべき対価」をいう。以下同じ。）に含める方法 

 



① 広告表示における取扱い 

燃油サーチャージは旅行代金の中に含まれていることを、旅行代金に近接して記載

すること。 

 

② 取引条件説明・同書面及び契約書面における取扱い 

  旅行業約款の規定による場合を除き、契約成立後に燃油サーチャージが増額されて

も旅行者から増額分を追加徴収しないこと及び燃油サーチャージが減額されても減

額分の払い戻しをしないことを取引条件説明書面及び契約書面に記載すること。 

また、その旨を契約時において明確に説明を行うこと。 

 

③ 徴収及び精算における取扱い 

 契約成立後に、航空会社が定める燃油サーチャージが増額された場合、旅行者から

増額分を追加徴収することは出来ない。他方、燃油サーチャージが減額された場合で

も、減額分を旅行者に払い戻す必要はない。 

ただし、旅行業約款の規定に基づく旅行代金の額の変更については、この限りでな

い。 

 

（２）旅行代金とは別途に徴収する方法 

 

① 広告表示における取扱い 

燃油サーチャージの額を、各旅行商品に関する最も大きな活字の旅行代金の表示に

近接した同一視野の場所に、見やすい大きさで記載すること。 

その際、 

ⅰ 燃油サーチャージの額が確定していないときは、基準日を併記した上で当該日に

おける額を記載すること等により目安となる額を記載すること。 

ⅱ 同一旅行商品において複数の航空会社のいずれかの便を使用するため燃油サー

チャージの額が複数となるときは、最低額及び最高額（燃油サーチャージが確定し

ていないときは、目安となる最低額及び最高額）を記載すること。 

  

なお、旅行者利便の向上の観点から、旅行代金及び燃油サーチャージの額の記載に

加え、これらの合計額についても、可能な限り記載することが望ましい。この場合に

は、当該合計額が取消料等の算定基礎となる旅行代金であると旅行者が誤認すること

がないよう、下記②に従って取引条件説明及び必要書面の交付を適切に行うこと。 

 

  ② 取引条件説明・同書面及び契約書面における取扱い 

「企画旅行に関する広告の表示基準等について」（平成１７年２月２８日付け国総

旅振第３８７号）３（７）に従い、 

ⅰ 燃油サーチャージが「旅行者が旅行業者に支払うべき対価に含まれていない旅行

に関する経費であって旅行者が通常必要とするもの」であること、 

ⅱ 燃油サーチャージの具体的な金額（時点を明示した上での金額）及び収受方法、

並びに契約成立後に増額された場合には不足分を追加徴収し、減額された場合には

速やかに減額分を払い戻すこと、 



を取引条件説明書面及び契約書面に記載するとともに、契約時において明確に説明を

行うこと。 

 

③ 徴収及び精算における取扱い 

    旅行代金の徴収に併せて、取引条件説明書面及び契約書面に記載された燃油サーチ

ャージの額（時点を明示した上での金額）を徴収すること。 

    当該金額を徴収した後に、航空会社が燃油サーチャージを増額したため、旅行者か

ら増額分を追加徴収しようとする場合は、その具体的な金額及び収受方法を記載した

書面の交付を行い、徴収できることとする。 

    他方、航空会社が燃油サーチャージを減額した場合は、速やかに減額分を旅行者に

払い戻すこと。 

 

④ 旅行者から契約解除の申入れがあった場合における取扱い 

    燃油サーチャージについて、旅行業者から旅行者に対し、上記②の条件を満たす取

引条件説明及び必要書面の交付を行っていた場合には、旅行者側から燃油サーチャー

ジの徴収（増額分の事後的な徴収を含む。）を理由に旅行契約の解除の申入れがあっ

た場合であっても、通常の旅行者側の都合に基づく旅行契約の解除の場合と同様に、

旅行業約款の規定に従い取消料を収受することができる。 

    上記②の条件を満たす取引条件説明及び必要書面の交付を行っていなかった場合

には、取消料を収受することなく解除することを認めること。 


